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国民の司法参加と裁判員裁判
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Ⅰ．はじめに
・本報告の内容
裁判員裁判の導入された理由、制度の特徴と課題。また、裁判員裁判以外の国民の司
法参加について発表する。
Ⅱ．概要
(１)裁判員裁判が導入された理由
　国民の司法参加を拡充させて司法への国民の信頼をさらに強固にするための方策として、一般の国民が裁判官とともに責任を分担し、協働する制度を導入するという理由で裁判員裁判が導入された。
(２)裁判員裁判とは
衆議院議員の選挙権を有する国民が裁判員として刑事裁判に参加して、被告人が有罪か無罪か、また有罪の場合どのような刑にするのかを裁判官とともに決める裁判のこと。裁判員は事件ごとに選ばれ、評決方法は多数決を採用している。ただし裁判官、裁判員のそれぞれ１人以上の賛成が必要となる。
(３)陪審制と参審制
・陪審制
市民から選ばれた陪審員が、裁判官とは独立して犯罪事実の認定を行い、有罪か無罪を決定する制度。事件ごとに陪審員が選ばれる。
採用している国　イギリス(イングランド)　アメリカ　オーストラリアなど
・参審制
市民から選ばれた参審員が裁判官と共に合議体を構成して犯罪事実の認定を行い、量刑、法解釈を行う制度。参審員には任期がある。
採用している国　ドイツ、フランス、イタリアなど
Ⅲ．裁判員裁判の合憲性
・最高裁平成23年11月16日大法廷判決
1．事実概要
日本に在住するフィリピン国籍の被告人Yが覚せい剤を日本へ持ち込もうとして覚せい剤取締法違反、税関法違反で逮捕された。本件の覚せい剤取締法違反(正確には覚せい剤取締法41条2項の覚せい剤営利目的輸入罪)は裁判員裁判の対象となる事件であり、第1審は懲役9年罰金400万円の有罪判決となった。これに対してYは裁判員裁判が憲法に違反することを理由として控訴したが第二審が控訴を棄却したため上告を行った。
2．事件の争点
　①憲法は国民の司法参加を許容しているか？
②裁判官と裁判員の両者によって構成される裁判体が、憲法にいう裁判所にあたるか
③裁判員裁判は「公平な裁判所」といえるか？

④裁判員は特別裁判所ではないか？
⑤国民に裁判員としての職務を負わせる裁判員制度は、苦役からの自由に違反するのか？
3．判決要旨
①について
　明文の規定が置かれていないことが、直ちに国民の司法参加の禁止を意味するものではない。旧憲法では「裁判官による裁判」であったが日本国憲法では「裁判所に置ける裁判」と表現が改められている。また憲法は「第６章　司法」において下級裁判所について裁判官のみで構成される旨を明示した規定を置いていない。国民の司法参加と適正な刑事裁判を実現させるための諸原則とは十分調和させることが可能であり、憲法上国民の司法参加がおよそ禁じられていると解すべき理由はない。

②について

①と同じく現行の憲法では「裁判官による裁判」から「裁判所による裁判」と変更されたこと。また、最高裁と異なり下級裁判所は裁判官のみで構成されなければならないという規定を置いていないこと。さらに、「裁判員の権限は、裁判官と共に公判廷で審理に臨み、評議において事実認定、法令の適用及び有罪の場合の刑の量定について意見を述べ、評決を行うことであるが、これらは必ずしもあらかじめ法律的な知識、経験を有することが不可欠な事項とはいえない」ということから、国民が参加する裁判体も憲法上の「裁判所」になり得る。

③について
「裁判員対象事件を取り扱う裁判体は、身分保障の下、独立して職権を行使することが保障された裁判官と、公平性、中立性を確保できるよう配慮された手続きの下に選任された裁判員とによって構成されるものとされている。」
④について
「裁判員制度による裁判体は、地方裁判所に属するものであり、その第１審判決に対しては、高等裁判所への控訴及び最高裁判所への上告が認められており、裁判官と裁判員によって構成された裁判体が特別裁判所に当たらないことは明らかである。」

⑤について
「裁判員の職務等は、司法権の行使に対する国民の参加という点で参政権と同様の権限を国民に付与するものであり、これを『苦役』ということは必ずしも適切ではない。また、裁判員法16条は、国民の負担を過重にしないという観点から、裁判員となることを辞退できるものを類型的に規定し、さらに同条8号及び同号に基づく政令においては、個々人の事情を踏まえて、裁判員の職務等を行うことにより自己または第三者に身体上、精神上または経済上の重大な不利益が生ずると認めるに足りる相当な理由がある場合には辞退を認めるなど、辞退に関し柔軟な制度を設けている。」「これらの事情を考慮すれば、裁判員の職務等は、憲法18条後段が禁ずる『苦役』に当たらないことは明らか」である。
Ⅳ．裁判員制度の課題
・裁判員の守秘義務に関する意見
裁判員には、評議と評議以外の裁判員としての職務を行ったときに知った秘密に対して守秘義務が存在する。これは事件関係者や裁判員の保護、評議での自由な発言を保障するなどの理由から存在している。しかし、この守秘義務を守らずに外部にもらした場合は罰則が存在する。このことに関して私たちの班は守秘義務を緩和したほうがよいと考える。理由として、裁判員に選ばれた国民が守秘義務によりストレスを感じて悩みを抱えるという問題が生じていることから守秘義務を緩和することで国民の精神的な負担を軽減することになると考えるからだ。さらに秘密をもらしても、裁判員裁判の評議での発言者が特定されないように裁判を明かすのであれば、守秘義務を緩和してもよいという意見もあった。
Ⅴ．検察審査会
(１)検察審査会とは
・選挙権を有する国民の中から選ばれた11人の検察審査員が検察官の不起訴のよしあしを審査する組織。
・検察官の職務の上に一般国民の良識を反映させ、その運営を適正に図ろうとする目的から設けられた。
・全国の地方裁判所の所在地と主な地方裁判所支部の所在地に合計165ヶ所に置かれている。

(２)仕事の内容
・検察官の不起訴処分の当否の審査
犯罪の被害にあった人や犯罪を告訴・告発した人から申立てがあったときに審査を始める。申立てがなくても、新聞記事などをきっかけに審査を始めることもある。
・検察事務に関する建議・勧告
　　検察庁の事務全般について、もし改善すべき点があった場合、その地方検察庁の検事正に対して指摘して改めるよう申し入れをすること。
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